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要旨 

 研究目的は、多胎育児における助産師の関わりを明らかにすることであった。対象者は、北海道上川中

部の地域周産期母子医療センターに勤務する 22 歳から 64 歳の助産師 34 人であった。データ収集は、質

問紙調査により収集した。調査内容は基本属性 8項目、多胎妊婦への保健指導 2項目、褥婦への保健指導

2 項目、支援に関する 6 項目とし、分析方法は記述的およびスピアマンの順位相関係数を用いた。倫理的

配慮として研究者所属の倫理委員会の承認を得た（承認番号 18039）。 

結果、多胎妊婦への保健指導の経験は 30 人が有し、内容は授乳方法、家族などの協力体制（各 27 人）

が最も多かった。多胎褥婦への保健指導は 32 人が経験しており、最も多い指導内容は多胎妊婦への回答

と同様（31 人）であった。多胎育児支援での後悔を感じたことは、育児書・サークルの紹介（ρ＝0.019）、

育児用品（ρ＝0.018）についての説明であった。多胎育児支援の満足度が高く（ρ＝0.035）、多胎支援を

充実させたい動機が高い（ρ＝0.047）回答者は仕事の充実感が高い傾向にあった。調査対象者の助産師は、

全員が多胎育児支援に喜びを感じ、高い充実感と意欲を示し、学習動機も高かった。 

 

キーワード 多胎育児、助産師、育児支援、育児、双胎妊娠 

 

Ⅰ．緒言 

2020 年 2 月に公開された 2018 年度の厚生労働

省実施の人口動態調査によれば、不妊治療の増加と

共に、2004 年の 13,215 件を最高に複産（双子・三

つ子等多胎で産まれた出生）の分娩件数が増加傾向

にあった。しかし、その増加傾向は、2005 年から

徐々に減少傾向に転じ、2010 年の 10,558件の底か

ら横ばいもしくは減少で推移し、2018年には 9,745

件と出生数 928,151 件の 1.05%に至った 1)。これ

は、1996 年 2 月の公益社団法人日本産科婦人科学

会の「多胎妊娠」に関する見解、および 2008 年「生

殖補助医療における多胎妊娠防止に関する見解」の

発表によって、不妊治療における胚移植を原則、単

一にする方向性が打ち出されたことが影響した可

能性が考えられる。これらの発表を契機に、減少に

転ずると思われた多胎分娩であったが、その後も横

ばいに推移したことは、胚移植影響論が否定され、

自然の多胎が一定数みられることを示しており、今

後も多胎児の出生は一定数存在すると考えられる

2)。 

 2018年の全国の多胎出産率は、出産1,000対10.5、

北海道は出産 1,000対 9.4であった。この多胎出産

率が 48 都道府県のうち最も少ないのは徳島県の

6.9 であり、次に福島県 7.3、和歌山県、大分県、宮

城県、佐賀県、秋田県、長野県、北海道と続き、北

海道は 9 番目に少ない 3)。出産率が少ない一方で、

1) 旭川医科大学医学部看護学科 

2) 香川大学自然生命科学系 
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多胎の妊娠・出産は、合併症を引き起こす可能性が

高い。日本産婦人科学会の示した産婦人科診療ガイ

ドライン 2020 産科編において「単胎よりも母児の

管理を厳重に行い、これら異常の早期発見に努める」

とある通り、管理の厳重さが求められている。他の

疾患を合併して妊娠する場合などは、既にかかりつ

け医があり、フォローを受けられることが多いもの

の、多胎妊娠などの診断後にハイリスクへと移行す

る場合は、妊婦自身のハイリスクという認識が不十

分であることが多く、そのまま産後の虐待ハイリス

クにつながっていくことが多いと考えられている。 

 病院で活動する助産師は、産科医とともに妊婦に

対する妊婦健康診査の実施、出産時の介助および新

生児に対する援助、産後早期の褥婦・新生児に対す

る援助、１か月健康診査までの外来での褥婦・新生

児に対する援助を担当する看護職であり、多胎児の

母親に対しては、妊娠期、出産期、育児期早期に関

わることになる。 

そこで、助産師の多胎妊婦および褥婦への関わり

を検討するために、医中誌 Web版で「多胎」、「助

産師」をキーワードとし、原著論文のみの絞り込み

で検索を行ったところ、7件が検出された。この 7

件は、医学診断に関する文献 2 件、地域との連携に

関する文献 1 件、不妊治療に関する文献 1 件、母

乳育児に関する文献 1件、家族援助に関する文献 1

件、看護教育での取り組みに関する文献 1 件であ

った。その中で、病院での助産師の関わりについて

の先行研究は見当たらなかった。 

また、CiNiiで「多胎」、「助産師」をキーワード

として検索を行ったところ、原著論文は見当たらな

かった。 

北海道の地勢的特徴は、広大であり、医療専門職

の都市集中化もみられ、多胎の出産も地域周産期母

子医療センターに集約されている。現在、北海道で

助産師が行う多胎妊婦および褥婦への関わりにつ

いての先行研究はみられず、助産師が病院での多胎

妊婦および褥婦への関わりをどのように行ってい

るかの実態は明らかにされてはいない。助産師が多

胎妊婦および褥婦に関わる機会は、妊娠・出産を通

した病院での関わりが主である。妊娠期は、外来で

の妊婦健康診査、産褥期には、病棟での出産直後か

ら退院までの入院期間において、それぞれ情報提供

の機会になっていると考えられる。 

そこで助産師による病院での多胎妊婦および褥

婦への関わりの内容を明らかにし、今後の多胎育児

支援への具体的な示唆を得る必要がある。本研究で

は、多胎妊婦および褥婦への助産師の関わりを明ら

かにするために、北海道上川中部の地域周産期母子

医療センターに勤務する助産師を対象者とし、病院

における多胎妊婦および褥婦への関わりの実態を

検討する。関わりには、助産師の保健指導を通して

行われる情報提供が考えられるため、本調査では保

健指導の内容に焦点をあてることとした。また、助

産師の関わりに対する内発的動機づけとして、多胎

支援への主観（満足感、充実指向、充実感、後悔感）

についても調査することとした。また学習意欲につ

いても調査を行い、今後、助産師への学習の機会を

設けることも検討する。 

これらの結果が明らかになれば、北海道に代表さ

れる過疎地域における助産師の多胎妊婦および褥

婦への関わりとして保健指導や情報提供が説明さ

れ、その計画を明示できる。また、北海道は地勢的

条件から、出産施設の助産師の支援を退院後も継続

して得ることが難しいと考えられ、退院後の地域保

健師などへの連携を考慮した情報提供やサービス

の質向上をもたらすと期待できる。 

  

Ⅱ．研究方法 

１．研究デザイン 

探索的記述的研究 

２．用語の操作的定義 

１）助産師の関わり 

本研究での「助産師の関わり」とは地域周産期母

子医療センターに勤務する助産師が担当する部署

を受診する多胎妊婦および褥婦を対象者に、医療サ

ービスやニーズに対応する助産師の活動であり、病
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棟、外来（助産師外来、母乳外来を含む）での助産

師の活動に限定することとした。なお、調査期間に

は産前産後サポート事業は開始前であったため、こ

れらの事業は該当せず、例えば妊婦健康診査で受診

した多胎妊婦に対して行う情報提供や、出産後入院

中の褥婦（多胎児育児を行う母親）に対して行う情

報提供や育児技術指導などを「助産師の関わり」と

定義した。 

２）多胎褥婦 

 褥婦とは、「分娩終了後、妊娠および分娩によっ

て生じた身体の変化が妊娠前の状態に回復するま

での期間（通常、分娩終了直後から 6 週間から 8 週

間）にある女性をいう」4)とされ、本研究では産後

8 週間までの多胎児をもつ褥婦を多胎褥婦と定義

した。 

３．調査対象者 

調査対象者は、北海道上川中部の地域周産期母子

医療センター2施設の産科病棟・外来に勤務する助

産師であった。 

４．調査時期 

2019 年の 2月から 3月に実施した。 

５．調査内容 

調査内容は、基本属性 8項目のほか、多胎妊婦へ

の保健指導に関する 2 項目、多胎褥婦への保健指

導に関する 2 項目、支援に関する 6 項目とし、無

記名自記式質問紙による調査を実施した。基本属性

は、年齢、最終学歴、職種、助産師臨床経験年数、

勤務部署、現部署での勤続年数、育児経験、多胎児

育児経験であった。「多胎育児支援の喜び度」は 6

段階評定と自由記述、「多胎妊婦への保健指導」項

目は有無と「指導内容」の 13 項目の複数回答およ

び「その他」の自由記述、「多胎褥婦への保健指導、

授乳指導」項目は有無と「指導内容」の 9項目の複

数回答および「その他」の自由記述、多胎の妊産褥

婦に対しての保健指導で「大切にしていること」の

自由記述、多胎の妊産褥婦に対しての支援を行う上

で「難しかった」と感じたことの自由記述、多胎支

援への主観である「喜び」「満足感」「充実指向」「充

実感」「後悔感」「学習意欲感」についての 6段階評

定とした。 

６．データの収集方法 

質問紙調査の手続きは、地域周産期母子医療セン

ターの部署代表者に研究対象者への調査用紙と説

明書の配付を依頼し、郵送による留め置き法で行い、

回答用紙の返送をもって同意を得たものとした。 

７．分析方法 

分析にあたり、データの整理を行った。年齢、経

験年数などの年・月回答は、月数に置き換えて量的

変数とした。6 段階評定は、「とてもそう思う」を

6、「ややそう思う」を 5、「そう思う」を 4、「思わ

ない」を 3、「あまりそう思わない」を 2、「まった

くそう思わない」を 1 とした 6 段階の量的変数と

した。回収した回答用紙のデータを単純集計し、記

述的に分析を行った。また経験年数と保健指導の支

援内容と多胎児支援の主観的反応の関連について

スピアマンの順位相関係数の検定を行った。自由記

述については、１つの内容のみを表すコード化を行

い、その意味を分析し、カテゴリ化を行った。カテ

ゴリ分類の妥当性は、データの類似性と相違性につ

いて研究者間で検討し、担保した。 

８．倫理的配慮 

本研究は、旭川医科大学倫理委員会の承認を得て

実施した（承認番号 18039）。 

 

Ⅲ．結果 

 配付した調査対象者 62 人のうち 34 人から回答

があった。回収率は 54.8％であった。 

１．調査対象者の背景 

回答者の年齢は、22 歳から 64 歳（代表値 33.5

歳）であった。助産師としての臨床経験年数は 1年

から 35 年（代表値 10.0 年）、現在の勤務部署は複

数回答で、病棟 34 人、外来 16 人（うち助産師外

来 10 人、母乳外来 11 人、婦人科外来 1 人含む）、

調査時点での勤務部署での勤続年数は 1 年から 15

年（代表値 3.0 年）であった。自身の育児は 4 割が

経験していたが、多胎育児を経験した回答者はいな
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かった。最終学歴は、1年制助産師養成課程 21 人、

4 年制大学 10 人、大学院修士、大学専攻科、短期

大学専攻科がそれぞれ 1 人であった。 

２．多胎妊婦への保健指導 

多胎妊婦の保健指導は、30人（88.2％）が経験し

ていた。多胎妊婦への保健指導経験がなかったもの

は 4 人（11.8％）で、経験年数が 1～3 年のもので

あった。多胎妊婦への保健指導の内容は、授乳方法、

家族などの協力体制が最も多く（27 人）、妊娠期に

起こりやすい異常、分娩方法、育児方法（26 人）、

多胎妊娠の経過（25 人）、生活の過ごし方（24人）、

育児用品（22人）、母親の関わり方（13人）、育児

書・サークルの紹介（10 人）、子どもの成長発達（5

人）、保育所（3人）、その他（1人）として避妊や

上の子の預け先（社会資源など）であった。指導項

目 13 項目のうち、8～9個の項目を挙げている人が

最も多かった（各 6人）。 

３．多胎褥婦への保健指導 

多胎褥婦への保健指導、授乳指導の経験は、32 人

（94.1％）が経験した。多胎褥婦への保健指導、授

乳指導経験がなかったものは 2 人（5.9％）で、経

験年数が 1 年のものであった。多胎褥婦への保健

指導の内容は、授乳方法、家族などの協力体制が最

も多く（31人）、育児方法（26 人）、育児用品（25

人）、子どもと母親の関わり方（14 人）、育児書・

サークルの紹介（11人）、子どもの成長発達（8人）、

保育所（4人）、その他（1人）の順であった。その

他の回答は、「保健師やファミリーサポートなどソ

ーシャルサポートの活用をすすめる」であった。 

４．多胎妊産褥婦に対する保健指導において「大切

にしていること」 

内容は、「育児の心構え」「サポートの必要性・強
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化」「支援者の姿勢」「授乳」「相談先」「仲間の存在」

の 6 つに分類できた（表 1）。 

５．多胎妊産褥婦に対する支援の困難感 

妊娠期における内容は、「サポートの理解」「支援

の困難」の 2 カテゴリ（3 サブカテゴリ）、産褥期

は「育児の困難」「子どもの困難」「サポートの理解」

「支援の困難」の 4 カテゴリ（12 サブカテゴリ）、

全期間を通して「支援の困難」の 1 カテゴリ（3サ

ブカテゴリ）に分類できた（表 2）。 

６．多胎育児支援への主観 

「多胎育児支援への喜びの程度」については、全

員が喜びを感じていた。多胎育児支援の「満足度」

については、「そう思う」「わりとそう思う」と答え

たもの 19人（55.9％）と「思わない」「あまりそう

思わない」「全くそう思わない」と答えたもの 15 人

（44.1％）であった。仕事の充実感については、「と

てもそう思う」「わりとそう思う」「そう思う」と答

えた回答者は 27人（79.4％）、「思わない」「あまり

そう思わない」「全くそう思わない」と答えた回答

者は 7人（20.6％）であった。多胎育児支援を「充

実させたい」は 9 割、「支援についての学習意欲」

については、回答者全員にみられた。また、多胎支

援の満足度が高い回答者（ρ＝0.035）、多胎支援の

充実の希望がある回答者（ρ＝0.047）は仕事の充

実感が高い傾向にあり（表 3）、仕事の充実感が高

い回答者は多胎児支援への学習意欲が高い傾向に

あった（ρ＝0.027）。「多胎育児支援での後悔」に

ついては、「とてもそう思う」「わりとそう思う」「そ

う思う」と答えた回答者は 18 人（52.9％）、「思わ

ない」「あまりそう思わない」「全くそう思わない」

と答えた回答者は 16 人（47.1％）で、後悔してい

るものの方が多かった。また、多胎育児支援で後悔
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を感じた項目は、多胎妊婦に対して、育児書・サー

クルの紹介（ρ=0.019）、多胎褥婦に対して、育児

用品（ρ=0.018）についての説明であった（表 4）。 

 

Ⅳ．考察 

１．多胎妊産褥婦への情報提供 

病院で助産師が行う多胎妊婦との関わりの場面

としては、妊婦健康診査、切迫早産等による入院、

病院で行っている母親学級・両親学級がある。今回

の調査により、保健指導内容としては、妊娠期から

育児期について幅広い内容が話されていることが

わかった。特に多胎妊婦はハイリスク妊婦といわれ

るように、妊娠合併症の発生が多く、妊娠中に抱え

るマイナートラブルも多いといわれている。大高 5)

は、助産師養成課程において、多胎妊娠・出産に関

して約 6 割、多胎育児に関して約 4 割の教員が自

らの授業内容に含めており、多胎妊娠・出産の授業

内容は約 5～7割で偏りなく、多胎育児の授業内容

は「多胎育児の工夫の仕方」が 8 割を超えて最も多

かったことを明らかにした。今回の調査では、8 割

以上の助産師が多胎妊婦への保健指導経験を有し

ており、助産師養成機関で学習した内容が臨床へ活

かされている可能性がある。しかし、妊娠期の支援

を行う上での困難として「サポートの必要性の理解」

「家庭内調整の不足」「多胎育児のイメージ化の困

難」が挙げられていた。多胎妊娠は、様々な合併症

を起こしやすいものの、多胎妊婦自身は一般的な妊

娠期の生活のみに追われれている可能性が考えら

れる。横山ら 6)は、出産後の育児不安についても多

胎児の母親は、強い不安を抱く者が単胎児の母親よ

りも有意に多かったと明らかにしている。この先行

研究から多胎児の母親は強い不安を感じており、産

後の生活イメージが具体的にされていないことに

よって準備不足となり、退院後さらに困難を感じる

母親も少なくないと推察される。今回の調査では、

殆どの助産師が多胎褥婦への指導をも経験してい

た。多胎児家庭の虐待リスクは、単胎児家庭と比べ

1.3 倍になるともいわれており 7)、妊娠期から育児

期のサポート体制を整える必要がある。今回の調査

から、助産師が多胎妊産褥婦に対する保健指導で

「大切にしていること」として、「育児の心構え」

「サポートの必要性・強化」「相談先」「仲間の存在」

などを挙げており、助産師自身も妊婦に対する産後

のイメージ化を勧める関わりを大切にしており、今

後は具体的にどのような方法がイメージ化を促進

することができるかを検討する必要がある。1つの

方法として、2022 段階で、母子保健事業団発行の

「ふたごの子育て」やふたご手帖プロジェクト発行

の「ふたご手帖」といった、妊娠期から多胎妊婦自

身が妊娠期・分娩期・育児期の情報や体験談を読め

る媒体を母子健康手帳の交付時に同時配付してい

る市町村もみられる。こうした媒体を活用し、多胎

妊婦が自身の産後の生活に対してイメージ化でき

る情報提供の体制を整えることが必要であろう。 

２．多胎妊産褥婦への支援の困難さ 

産褥期の支援を行う上での困難として挙がって

いるカテゴリから、支援を行う助産師は多様な困難

を感じていることがわかる。そのなかで「支援の困

難」は、「母への対応の困難」など助産師が思う方

針と母の方針とが食い違ってしまう場合が挙げら

れた。こうしたすり合わせのコミュニケーションが

必要な関わりは、時間を要するものである。産褥早

期の入院期間中の褥婦は、自身の体調や子宮の回復、

育児技術の習得、頻回の授乳行動、自身の身の回り

のこと、合間に睡眠をとるなど、セルフケアが多く、

安寧をえる時間が少ない。助産師もそれを予測して

いるため出産前、すなわち妊娠期から産後の情報提

供を行っている。しかし、多胎妊婦自身は出産その

ものへの切迫感情があるため、結果を予期できても

「備える」ことができない困難さがある。そこで、

産後の入院期間の中で、一定時間、児の世話などを
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行なわず、助産師と産後の方針や現在の状況などに

ついて相談できる時間を確保することも一案と言

える。母児分離のデメリットもあるが、まずは多胎

褥婦が自身の状況把握や産後の生活について、ゆっ

くりと今後を予測し、計画する時間をもつことは、

退院後の生活を安定化させるために、有用であると

考える。今回の回答者らは、多胎育児支援について

の学習意欲を全員がもっており、育児支援を充実さ

せたいと考える助産師も 9 割であったことから、

今後は助産師による相互支援や関わりへの工夫を

見出す必要がある。また、今回の調査では多胎育児

支援の「満足度」について、満足していないものも

約 4 割程度あった。福島ら 8)によると、多胎ピアサ

ポーターによる妊娠期からの関わりが、多胎児の母

親の「多胎妊娠・出産をめぐる不安の解消や軽減」

「知識や情報の充足と育児のイメージ化」という意

味をもっていたと明らかにしており、ピアサポータ

ーの存在は大きいと考える。助産師の学習会におい

ても、こうしたピアサポーターから学ぶ機会を設け

ることで、多胎育児の経験がない助産師自身の経験

を補うことで、より多胎妊産褥婦のニーズに沿った

支援を行えるようにし、関わりの困難さを軽減させ、

褥婦の満足度を高めることが期待できる。 

３．保健師との連携 

 助産師は病院において多胎妊産褥婦と関わる場

面が多く、実際に多胎育児において悩む場面は退院

後、自宅に帰ってから発生することになる。今回の

調査で多胎育児支援での後悔があるものは、妊娠期

に起こりやすい異常、育児書・サークルの紹介、育

児用品について話している傾向にあった。しかし、

嶋松ら 9)は、双子の母親の退院後の育児困難な状況

として、「授乳の難しさ」「児の泣きへの対処の難し

さ」「児の健康状態」「睡眠不足・疲労感」「上の子

のしつけ」などを明らかにしており、多胎褥婦はよ

り具体的な育児方法に困難を抱えている状況があ

る。また、嶋松ら 9)は、ほとんどの双子の母親が家

族に相談して自分なりに対処しており、養育経験者

や専門家の支援を受けたものは少なかったとして

いる。ただし、公的なリソースの利用は、助産師・

保健師の家庭訪問を受けたものが最も多かったと

も報告した。現在は産後ケア事業として助産師の訪

問事業も立ち上げられていることから、今まで以上

にこうしたリソースの紹介や協力を得るよう周知

する必要がある。また、母子健康手帳交付時の面談

や新生児訪問指導や乳児家庭全戸訪問事業（こんに

ちは赤ちゃん事業）を担う保健師による産後ケア事

業案内の強化など、保健師と連携して、多胎育児支

援を拡充していく必要もある。しかし、この産後ケ

ア事業においても、多胎育児支援は単胎の育児支援

よりも自己負担額が増える傾向にあり、多胎だから

と特別な対応をしていない自治体も多いことが指

摘されている 10)。この点については、今後も行政に

働きかけ、多胎育児の困難さや支援の必要性を説明

する必要がある。 

 

Ⅴ．結論 

本研究では、北海道上川中部地域における多胎育

児に対する助産師の関わりの実態を調査し、今後の

助産師の多胎育児支援のあり方を検討した。その結

果、以下の結論を得た。 

１．殆どの助産師が多胎褥婦に対する保健指導の経

験を有した。 

２．助産師は多胎育児の充実および支援の学習意欲

を有した。 

３．多胎育児支援の満足度が高いあるいはそれを充

実させたいと願う助産師は仕事の充実感が高い傾

向にあった。 

４．多胎育児支援で後悔していた関わりは、多胎妊

婦への育児書・サークルの紹介、多胎褥婦への育児

用品についての説明であった。 

 

Ⅵ．研究の限界と今後の課題 

 本調査は一部地域の助産師のみの調査であり、対

象数も少なく、一般化することはできない。今後は、

北海道全体など、広範の助産師を対象とする調査が

必要である。産後ケア事業の活用を進めるため、助
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産師と保健師の連携を検討する必要がある。 
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Midwives' Involvement in Multiple Birth Parenting in Central Kamikawa of 

Hokkaido 

 

1) AI Makishima, 2) HIROKO Shimizu 

 

Abstract 

This study aimed to clarify midwives' involvement in multiple births. The subjects were 34 midwives, aged 22-64 

years, working at a regional perinatal medical center in central Kamikawa, Hokkaido, Japan. Data were collected 

through a questionnaire survey. The survey included eight basic attributes, two health guidances for multiple pregnant 

women, two postpartum health guidances, and six support attributes. The analysis method was descriptive and used 

Spearman's rank correlation coefficient test. The approval of the ethics university committee was obtained (approval 

number 18039). 

Thirty midwives had experience in providing health guidance to pregnant women with multiple births, with the most 

common topics being breastfeeding methods and cooperation with family members (27 midwives). Thirty-two 

midwives had experience in providing health guidance to puerperal women with multiple births, and the most common 

topics were breastfeeding methods and cooperative relationships with family members (31 respondents). Items 

regretted in support for multiple births and puerperal women were introduction of parenting books and circles (ρ = 

0.019) and childcare products (ρ = 0.018). All the respondents felt joy in supporting multiple births, showed a high 

sense of fulfillment and motivation, and had a high motivation to learn. 

 

Key Words multiple births and parenting, Midwife, Childcare support, Childcare, twin pregnancy 
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